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第 1 章 本書の概要 

 

中央新幹線については、全国新幹線鉄道整備法に基づき、平成 23 年 5 月、国土交通大臣により、東海

旅客鉄道株式会社（以下「当社」という。）が営業主体及び建設主体に指名され、整備計画の決定及び

当社に対する建設の指示がなされた。これを受けて、当社は、まずは第一段階として計画を推進する東

京都・名古屋市間について環境影響評価を実施し、山梨県内においては「中央新幹線（東京都・名古屋

市間）環境影響評価書【山梨県】（平成 26 年 8 月）」（以下「評価書」という。）をとりまとめ、平成

26 年 10 月 17 日に工事実施計画（その１）の認可を受け、工事に着手した。 

評価書において、今後発生土置き場等を新たに当社が計画する場合に、場所の選定、関係者との調整

を行った後に、環境保全措置の内容を詳細なものとするための調査及び影響検討を実施することとした。 

本書は、早川町内で計画が具体化した湯島地区（田島）発生土仮置き場について調査及び影響検討を

実施した結果をとりまとめたものである。 
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第 2 章 工事概要 

 

2-1 工事位置 

早川町内において、既に計画が具体化した発生土置き場について、図 2-1 に示す。今回、早川町内

の湯島地区（田島）に新たに発生土仮置き場（遮水型）※1を設けることを計画している。 

本書では、湯島地区（田島）に設置する発生土仮置き場（以下、「湯島地区（田島）発生土仮置き

場」という。）について、環境の調査及び影響検討の計画を取りまとめる。湯島地区（田島）発生土

仮置き場計画地の平面図を図 2-2、写真 2-1 に示す。なお、湯島地区（田島）発生土仮置き場へは、

南アルプストンネル早川非常口、広河原非常口および第四南巨摩トンネル（西工区）早川東非常口か

らの区分土※2を運搬することを計画している。 

 

 

※1 土壌汚染対策法に準じた遮水シート等による封じ込め構造を採用した発生土仮置き場。 

※2 土壌汚染対策法で定める土壌溶出量基準値を超える自然由来の重金属等を含む発生土又は酸性化可能性試験により長期的な

酸性化の可能性があると判明した発生土のうち、当面発生土仮置き場（遮水型）において管理する発生土。 
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図 2-1(1) 発生土置き場の位置 
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図 2-1(2) 発生土置き場の位置 
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（本図は自社の測量成果物を用いている） 

図 2-2 湯島地区（田島）発生土仮置き場計画地平面図（現況） 

 

 

写真 2-1 湯島地区（田島）発生土仮置き場計画地（現況）  
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2-2 工事の規模 

・面積：約 6,000 ㎡ 

・最大土量：約 31,000m3 

・最大盛土高：約 15m 

 

2-3 工事の概要 

湯島地区（田島）発生土仮置き場は、すでに改変がされた土地に、発生土仮置き場（遮水型）を整備

する計画である。 

概ね 15m の高さになるまで区分土を搬入し、当面管理する。最終的には、仮置きした区分土を搬出

し、原状復旧を行う。盛土計画を図 2-3 に示す。 

トンネル掘削による発生土の取扱いは国の定める法令（土壌汚染対策法）の対象外であるが、各非常

口の工事施工ヤード内の土砂ピットにおいて 1 日 1 回を基本に調査※1を行い、基準値等に適合しない

場合には「建設工事で発生する自然由来重金属等含有土対応ハンドブック（平成 27 年 3 月 独立行政

法人土木研究所、一般財団法人土木研究センター地盤汚染対応技術検討委員会）」に基づき適切に処理

することとした。 

 

※1  調査は 1日 1 回を基本とするが、トンネル本坑部の掘削においては、先行して掘削する先進坑部の結果を参考にできる場合は、  

発生土 5,000m3 に対し 1 回を下回らない頻度とする。 

 
 

 

※今後の行政等との協議により構造や配置を変更する可能性がある（本図は自社の測量成果物を用いている） 

図 2-3(1) 湯島地区（田島）発生土仮置き場における盛土計画 

平面図
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※今後の行政との協議により構造や配置を変更する可能性がある 

図 2-3(2) 湯島地区（田島）発生土仮置き場における盛土計画 

 

発生土仮置き場の底面にはアスファルト舗装と遮水シートを敷設し、浸潤水等は、法令等に則り適切

に処理する。搬入した区分土による盛土は、遮水シートで上から覆う。遮水シートの継ぎ目は溶着し、

雨水が盛土に浸透することを防止する。遮水シートは、日本遮水工協会自主基準（中弾性タイプ）を満

たす性能を有するものを使用する。また、使用する遮水シートの色は緑色とする計画である。 
排水計画概要図を図 2-4、浸潤水タンク諸元を表 2-1 に示す。浸潤水タンクは想定しうる浸潤水量に対

して十分に貯蔵できる容量とする。台風の接近等を含めた大雨が予測された時には、必要に応じて浸潤

水タンク内の水の回収をあらかじめ行うことでタンクの空き容量を確保し、確実に浸潤水をタンクに回

収する。 

  

断面図 A-A’

底面部詳細
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※今後の行政等との協議により構造や配置を変更する可能性がある 

図 2-4 排水計画概要図 
 

表 2-1 浸潤水タンク諸元 

形式 浸潤水タンク 

構造 鋼製 

主要寸法 

30m3×2 基 

（外寸：h=2.000m、w=2.356m、L=7.160m） 

上記計 60m3を 1 セットとし 2セット 

貯蔵能力 120m3 

床面及び周囲の

構造 

床面：厚さ 100 ㎜コンクリート 

11.420m×9.680m=110.5m2 

周囲：防液堤を設け、流出を防止 

（万一流出した場合の防液堤の貯蔵量は 32m3） 

 

工事概要は以下のとおりである。 
・工事時間 ： 8 時 15 分～17 時 00 分 

・休 工 日 ： 日曜日 

・工事期間 ： 令和 3年 8月～令和 8年度（予定） 

（区分土の発生状況等により、工事期間の変更や、やむを得ず休工日に作業や運搬を行うことが

ある。） 
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主な施工手順を図 2-5 に示す。 

まず、建設機械を用いて底面に砕石と遮水シートを敷設し、その上からアスファルト舗装を施工す

る。その後、区分土を搬入し、建設機械を用いて敷き均し、締固めを行い、必要な部分には補強材を敷

設する。日々の作業終了時等には遮水シート等で区分土を覆い、区分土の飛散や雨水の区分土への浸透

を防止する。また、天候を注視しながら施工を行い、台風の接近等を含めた大雨が予測された時には、

速やかに遮水シート等で区分土を覆う。仮置き期間中も引き続き遮水シート等で区分土を覆うことで、

区分土の飛散や区分土に雨水が浸透するのを防止する。仮置き期間終了後は建設機械を用いて底面の

アスファルト舗装及び遮水シート、砕石を撤去する。撤去したアスファルト舗装は関係法令に基づき適

切に運搬し、処理する。 

 

 

図 2-5(1) 主な施工手順（アスファルト舗装施工） 

 

 

 
※日々の作業終了時等には遮水シート等で区分土を覆う。 

図 2-5(2) 主な施工手順（区分土搬入、締固め、転圧等） 
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図 2-5(3)  主な施工手順（区分土仮置き） 

 

 

 
図 2-5(4)  主な施工手順（区分土搬出） 
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2-4 工事工程 

工事工程を表 2-2 に示す。 

 

表 2-2 工事工程※1 

 

※1 工事の状況によって計画が変更となる場合がある。 

※2 搬入・仮置き期間については、期間を延長する場合がある。ただし、最終的な運搬先をできる限り早く確保し、撤

去を実施する。 
※3 当該箇所から他の発生土仮置き場（遮水型）への区分土搬出のため、工事用車両を運行させる場合がある。 

※4 搬入期間については、区分土の発生状況等により変更となる場合がある。 

  

※2 

※2※3 

※4 
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2-5 資材及び機械の運搬に用いる車両の運行台数について 

使用する主な工事用車両は、発生土等を運搬するダンプトラックや、資機材等の運搬用のトレーラ

ー、トラック等を想定している。本工事における工事用車両台数については、県道 37 号線を北方向へ

通行する想定工事用車両台数として、「中央新幹線南アルプストンネル新設（山梨工区）工事における

環境保全について（平成 27 年 12 月）」示した最大片道 151 台/日を上限として、使用台数を管理する

ものとする。 

工事用車両（ダンプトラック）の主な運行ルートを図 2-6 に示す。 



2-12 

 

※当該箇所からほかの発生土仮置き場（遮水型）への区分土搬出のため、工事用車両を通行させる場合がある。 

図 2-6 工事用車両の運行ルート 
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第 3 章 調査及び影響検討の手法 

 

新たに発生土置き場を計画する場合は、評価書第１０章において、基本となる調査及び影響検討の項目

を抽出し手法を選定している。それに加えて、周辺の地域の特性と事業の特性を踏まえ、本事業の実施に

より環境に影響を及ぼすと想定される項目を抽出し、調査及び影響検討の手法を選定した。 

 

3-1 調査及び影響検討項目の選定 

調査及び影響検討の項目を、表 3-1 に示す。 

 

表 3-1(1) 調査及び影響検討項目 

影響要因 調査及び影響検討項目 選定 選定及び非選定の理由 

建設機械の稼働 

 

大気質（二酸化窒素、浮

遊粒子状物質） 
 ○ 

建設機械の稼働に係る大気質（二酸化窒素

及び浮遊粒子状物質）への影響について

は、建設機械の台数が少なく、発生土仮置

き場計画地の周囲に住居等が存在しない

ことから非選定とした。 

大気質（粉じん等）  ○ 

建設機械の稼働に係る大気質（粉じん等）

への影響については、建設機械の台数が少

なく、発生土仮置き場計画地の周囲に住居

等が存在しないことから非選定とした。 

騒音  ○ 

建設機械の稼働に係る騒音への影響につ

いては、建設機械の台数が少なく、発生土

仮置き場計画地の周囲に住居等が存在し

ないことから非選定とした。 

振動  ○ 

建設機械の稼働に係る振動への影響につ

いては、建設機械の台数が少なく、発生土

仮置き場計画地の周囲に住居等が存在し

ないことから非選定とした。 

動物  ○ 
既に改変された範囲であり現地の状況か

ら非選定とした。 

生態系  ○ 
既に改変された範囲であり現地の状況か

ら非選定とした。 

温室効果ガス  ○ 

建設機械の稼働に伴い発生する温室効果

ガスは、建設機械の台数が少ないことから

非選定とした。 

「 ○ 」は、評価書作成時において選定した項目で、今回選定しない項目を示す。 
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表 3-1(2) 調査及び影響検討項目 

影響要因 調査及び影響検討項目 選定 選定及び非選定理由 

資材及び機械の

運搬に用いる車

両の運行 

大気質（二酸化窒素、浮

遊粒子状物質） 
 ○ 

資材及び機械の運搬に用いる車両の運行

に係る大気質（二酸化窒素及び浮遊粒子状

物質）への影響については、「中央新幹線

南アルプストンネル新設（山梨工区）工事

における環境保全について（平成 27 年 12

月）」（以下、「環境保全計画書」という。）

において検討がされているため非選定と

した。 

大気質（粉じん等）  ○ 

資材及び機械の運搬に用いる車両の運行

に係る大気質（粉じん等）への影響につい

ては、環境保全計画書において検討がされ

ているため非選定とした。 

騒音  ○ 

資材及び機械の運搬に用いる車両の運行

に係る騒音への影響については、環境保全

計画書において検討がされているため非

選定とした。 

振動  ○ 

資材及び機械の運搬に用いる車両の運行

に係る振動への影響については、環境保全

計画書において検討がされているため非

選定とした。 

動物  ○ 
既存の道路を活用するものであり、現地の

状況から非選定とした。 

生態系  ○ 
既存の道路を活用するものであり、現地の

状況から非選定とした。 

温室効果ガス  ○ 

湯島地区（田島）発生土仮置き場への運搬

台数、距離に基づく温室効果ガスについて

は評価書にて既に計上した範囲内である

ことから非選定とした。（資料編 6 温室効

果ガス参照） 

「 ○ 」は、評価書作成時において選定した項目で、今回選定しない項目を示す。 
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表 3-1(3) 調査及び影響検討項目 

「 ○ 」は、評価書作成時において選定した項目で、今回選定しない項目を示す。 

「 ● 」は、評価書に記載のある調査及び影響検討項目ではないが、湯島地区（田島）発生土仮置き

場は区分土を搬入するため、調査及び影響検討項目に追加して選定した項目を示す。 

影響要因 調査及び影響検討項目 選定 選定及び非選定理由 

発生土仮置き場

の設置 

水質（水の濁り）  ○ 

発生土仮置き場設置に伴う区分土の浸潤

水等については、自然由来の重金属、水素

イオン濃度および浮遊物質量が環境基準

値に適合しない場合には産業廃棄物処理

施設に運搬する。また同基準値に適合した

場合は早川工事施工ヤードまたは早川東

工事施工ヤードに運搬して適切に処理を

行うこと、及び雨水については、発生土置

き場の底面にアスファルト舗装及び遮水

シートを敷設し、区分土を上から遮水シー

トで覆うことで、区分土に触れることはな

く、早川へ放流することから、河川等への

影響はないため非選定とした。 

重要な地形及び地質  ○ 

発生土仮置き場計画地の周囲に重要な地

形及び地質は存在しないため、非選定とし

た。 

土壌汚染 ● 

トンネルの工事に伴う区分土の搬入によ

り、土壌汚染のおそれがあることから選定

した。 

文化財  ○ 
発生土仮置き場計画地の周囲に文化財は

存在しないため、非選定とした。 

動物  ○ 
既に改変された範囲であり、現地の状況か

ら非選定とした。 

植物  ○ 
既に改変された範囲であり、現地の状況か

ら非選定とした。 

生態系  ○ 
既に改変された範囲であり、現地の状況か

ら非選定とした。 

景観  ○ 

発生土仮置き場計画地の周囲に主要な眺

望点及び景観資源は存在しないため、非選

定とした。 

人と自然との触れ合い

の活動の場 
 ○ 

発生土仮置き場計画地の周囲に主要な人

と自然との触れ合いの活動の場は存在し

ないため、非選定とした。 
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3-2 調査、影響検討手法の選定 

3-2-1 調査手法 

各項目の調査手法を、表 3-2-1 に示す。 

 

表 3-2-1  発生土仮置き場の設置に関わる調査手法 

 

3-2-2 影響検討手法 

各項目の影響検討手法を、表 3-2-2 に示す。 

 

表 3-2-2  発生土仮置き場の設置に関わる影響検討手法 

 

  

調査項目 調査内容 

土壌汚染 

○調査対象 

 土壌汚染の状況 

○調査手法 

文献調査 

○調査時期 

 最新の資料を入手可能な時期とする。 

検討項目 検討内容 

土壌汚染 

○検討項目 

 発生土仮置き場の設置に伴う土壌への影響 

○検討手法 

事業の実施に伴う土壌汚染への影響を明らかにすることによ

り、定性的な検討を行う。 

○検討対象時期 

仮置き期間を含む工事中とする。 
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第 4 章 調査結果の概要並びに影響検討の結果 

 
4-1 土壌環境 

4-1-1 土壌汚染 

工事の実施におけるトンネルの工事に伴う発生土仮置き場の設置により、土壌汚染が発生するお

それがあることから、調査及び影響検討を行った。 

 

(1) 調査 

1) 調査すべき項目 

ア．土壌汚染の状況 

調査項目は、土壌汚染の状況とした。 

2) 調査の基本的な手法 

文献調査により、土壌汚染に関する文献及び資料を収集し、整理した。また、文献調査を補完

するために、関係自治体等へのヒアリングを行った。 

3) 調査地域 

湯島地区（田島）発生土仮置き場の設置に係る土壌汚染が発生するおそれがある土地及びその

周囲とした。 

4) 調査期間 

最新の情報を入手可能な時期とした。 

5) 調査結果 

ア．土壌汚染の状況 

湯島地区（田島）発生土仮置き場計画地は、既に造成された土地であり、土壌汚染対策法（平

成 14 年 5 月 29 日法律第 53 号、最終改正：平成 26 年 6 月 4 日法律第 51 号）に基づく要措置区

域及び形質変更時要届出区域、農用地の土壌の汚染防止等に関する法律（昭和 45 年 12 月 25 日

法律第 139 号、最終改正：平成 23 年 8 月 30 日法律第 105 号）に基づく農用地土壌汚染対策区域

及びダイオキシン類対策特別措置法（平成 11 年 7 月 16 日法律第 105 号、最終改正：平成 26 年 6

月 18 日法律第 72 号）に基づくダイオキシン類土壌汚染対策地域に指定されている土地は存在し

ない。 

 
(2)影響検討 

1) 発生土仮置き場の設置 

ア．検討 

ｱ)検討項目 

検討項目は、発生土仮置き場の設置に係る土壌汚染とした。 
ｲ)検討の基本的な手法 

発生土仮置き場の設置に係る工事計画を勘案し、土壌汚染を定性的に検討した。 
ｳ)検討地域 

発生土仮置き場の設置範囲とした。 
ｴ)検討対象時期 

仮置き期間である工事中及び撤去完了時とした。 
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ｵ)検討条件の設定 

本検討では、発生土仮置き場に搬入する区分土について、区分土搬入期間中、仮置き期間中

は盛土内に雨水等が入らないよう遮水シート等で上から覆うとともに、遮水シートは溶着し、

継ぎ目からの雨水の区分土への浸透を防止する。なお、発生土置き場の底面にアスファルト舗

装及び遮水シートを敷設する。また、人の健康の保護に関する環境基準値および生活環境の保

全に関する環境基準値に適合しない区分土の浸潤水等は産業廃棄物として処分し、同環境基準

値に適合した浸潤水等については早川工事施工ヤードまたは早川東工事施工ヤードに運搬し適

切に処理し、早川へ放流することを検討の前提条件とした。 
ｶ)検討結果 

発生土仮置き場の設置による土壌汚染の要因としては、区分土の流出、排水による汚染及び

仮置き場からの地下水への浸透が考えられる。しかし、仮置き場における区分土及び排水の適

切な管理を行うため、土壌汚染を生じさせることはない。 
 
イ．環境保全措置の検討 

ｱ)環境保全措置の検討の状況 

本事業では、事業者により実行可能な範囲内で、発生土仮置き場の設置による土壌汚染に係

る環境影響を回避することを目的として、環境保全措置の検討を行った。 

環境保全措置の検討の状況を表 4-1 に示す。 

 
表 4-1 環境保全措置の検討の状況 

  

環境保全措置 実施の適否 適否の理由 

仮置き場における
掘削土砂の適切な
管理 

適 

仮置き場の区分土を遮水シートで上から覆うとともに、発生土置
き場の底面にアスファルト舗装及び遮水シートを敷設する等の
管理を行うことで、雨水等による自然由来の重金属等の流出、飛
散及び地下水浸透を防止する。以上の対策から土壌汚染を低減でき
るため、環境保全措置として採用する。 

工事排水の適切な
処理 

適 

区分土からの浸潤水等について、浸潤水タンク等の集水設備を設
けて、自然由来の重金属、水素イオン濃度、浮遊物質量が人の健
康の保護に関する環境基準値および生活環境の保全に関する環
境基準値に適合しない浸潤水等は産業廃棄物処理施設に運搬し、
同基準値に適合した浸潤水等は早川工事施工ヤードまたは早川
東工事施工ヤードに運搬して適切に処理を行うことで、基準に適
合しない自然由来の重金属、水素イオン濃度、浮遊物質量を含む
排水の流出を防止し、また、集水設備は定期的に点検を確実に行
うことで、土壌汚染を低減できることから、環境保全措置として
採用する。 
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ｲ)環境保全措置の実施主体、方法その他の環境保全措置の実施の内容 

本事業では、発生土仮置き場の設置による土壌汚染に係る環境影響を回避させるため、環境

保全措置として「仮置き場における掘削土砂の適切な管理」、「工事排水の適切な処理」を実施す

る。 

環境保全措置の内容を表 4-2 に示す。 

 

表 4-2(1)  環境保全措置の内容（発生土仮置き場の設置に係る土壌汚染） 

 

表 4-2(2) 環境保全措置の内容（発生土仮置き場の設置に係る土壌汚染） 

実施主体 東海旅客鉄道株式会社

実施内容 
種類・方法 工事排水の適切な処理

位置・範囲 発生土仮置き場

時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 

区分土からの浸潤水等について、浸潤水タンク等の集水設備を設けて、自
然由来の重金属、水素イオン濃度、浮遊物質量が人の健康の保護に関する
環境基準値および生活環境の保全に関する環境基準値に適合しない浸潤
水等は産業廃棄物処理施設に運搬し、同基準値に適合した浸潤水等は早川
工事施工ヤードまたは早川東工事施工ヤードに運搬して適切に処理を行
うことで、基準に適合しない自然由来の重金属、水素イオン濃度、浮遊物
質量を含む排水の流出を防止し、また、集水設備は定期的に点検を確実に
行うことで、土壌汚染を低減できる。 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 

 

ｳ)環境保全措置の効果及び当該環境保全措置を講じた後の環境の変化の状況 

環境保全措置の効果は、表 4-2 に示すとおりである。環境保全措置を実施することで、土壌

汚染に係る環境影響が回避される。 

  

実施主体 東海旅客鉄道株式会社

実施内容 
種類・方法 仮置き場における掘削土砂の適切な管理

位置・範囲 発生土仮置き場

時期・期間 工事中 

環境保全措置の効果 
仮置き場の区分土を遮水シートで上から覆うとともに、発生土置き場の底面
にアスファルト舗装及び遮水シートを敷設する等の管理を行うことで、雨水
等による自然由来の重金属等の流出、飛散及び地下水浸透を防止し、土壌汚染
を低減できる。 

効果の不確実性 なし 
他の環境への影響 なし 
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ウ．事後調査 

採用した検討手法は、その検討精度に係る知見が十分に蓄積されていると判断でき検討結果

の不確実性の程度が小さいこと、また採用した環境保全措置も効果に係る知見が十分に蓄積さ

れていると判断できることから、環境影響評価法に基づく事後調査は実施しないものとする。 

 

エ．評価 

ｱ)評価の手法 

a)回避に係る評価 

事業者により実行可能な範囲内で回避がなされているか見解を明らかにすることにより行

った。 

ｲ)評価結果 

a)回避に係る評価 

本事業では、表 4-2 に示した環境保全措置を確実に実施することから、発生土仮置き場の

設置に伴う土壌汚染を回避できると評価する。 
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第 5 章 環境の保全のための措置 

 
環境影響評価の検討の過程において講ずることとした環境保全措置は本章に示すとおりである。ま

た、環境保全措置の検討にあたっては、以下に示す考え方を基本とした。 
 

(1) 環境保全措置の検討にあたっては、環境への影響を回避又は低減することを優先するものとす

る。 
(2) 環境保全措置の実施時期、実施期間等は計画の熟度に対応し、関係機関と連携を取りつつ適切

に選定する。 
(3) 環境保全措置についての複数の案の比較検討、実行可能なより良い技術が取り入れられている

か否かの検証等を通じて、講じようとする環境保全措置の妥当性を検証し、適切な措置を講ずる

こととする。 
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5-1 土壌環境 

5-1-1 土壌汚染 

工事の実施（発生土仮置き場の設置）による土壌汚染への影響を、事業者の実行可能な範囲内で

回避又は低減するために、表 5-1-1 に示す環境保全措置の検討を行った。 
 

表 5-1-1(1) 土壌環境（土壌汚染）に関する環境保全措置の検討結果 

影響
要因 影響 検討の 

視点 
環境保全 

措置 
環境保全措置 

の効果 
措置
の 

区分

実施 
主体 

効果
の 

不確
実性 

他の環境
要素への

影響 

発
生
土
仮
置
き
場
の
設
置 

土
壌
汚
染
の
影
響 

土
壌
汚
染
の
回
避 

仮置き場
における
掘削土砂
の適切な
管理 

仮置き場の区分土を遮
水シートで上から覆う
とともに、発生土置き場
の底面にアスファルト
舗装及び遮水シートを
敷設する等の管理を行
うことで、雨水等による
自然由来の重金属等の
流出、飛散及び地下水浸
透を防止し、土壌汚染を
回避できる。 

回避 a なし なし 

工事排水
の適切な
処理 

区分土からの浸潤水等
について、浸潤水タンク
等の集水設備を設けて、
自然由来の重金属、水素
イオン濃度、浮遊物質量
が人の健康の保護に関
する環境基準値および
生活環境の保全に関す
る環境基準値に適合し
ない浸潤水等は産業廃
棄物処理施設に運搬し、
同基準値に適合した浸
潤水等は早川工事施工
ヤードまたは早川東工
事施工ヤードに運搬し
て適切に処理を行うこ
とで、基準に適合しない
自然由来の重金属、水素
イオン濃度、浮遊物質量
を含む排水の流出を防
止し、また、集水設備は
定期的に点検を確実に
行うことで、土壌汚染を
回避できる。 

回避 a なし なし 

 ※実施主体 
a：東海旅客鉄道株式会社 
b：その他の者（自治体等） 
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第 6 章 環境保全措置の効果に係る知見が不十分な場合の調査 

 
本書において、環境保全措置の効果に係る知見が不十分なものはないため、事後調査を行わないこ

ととした。 
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第 7 章 対象事業に係る環境影響の総合的な評価 

 
本書において選定した環境要素ごとに、調査、検討及び評価についての結果の概要を表 7-1 に示す。 

 
これらの結果から、環境保全措置を実施することによって、環境への影響について事業者により実

行可能な範囲内で回避又は低減が図られ、環境の保全について適正な配慮がなされている事業である

と総合的に評価する。 
なお、工事期間中に新たな環境保全技術などの知見が得られた場合には、できる限り取り入れるよ

う努める。 
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表 7-1 対象事業に係る環境影響の総合的な評価 

環境要素

の区分 
項目 

影響要因の区分 調査結果 検討結果 環境保全措置 評価結果 事後調査計画
環境要素の区分 

土壌に

係る環

境 

土壌汚染 発生土仮置き場

の設置 
【文献調査】 
湯島地区（田島）発生土仮置き場計画地は、

既に造成された土地であり、土壌汚染対策

法（平成 14 年 5 月 29 日法律第 53 号、最

終改正：平成 26 年 6 月 4 日法律第 51 号）

に基づく要措置区域及び形質変更時要届

出区域、農用地の土壌の汚染防止等に関す

る法律（昭和 45 年 12 月 25 日法律第 139
号、最終改正：平成 23 年 8 月 30 日法律第

105 号）に基づく農用地土壌汚染対策区域

並びにダイオキシン類対策特別措置法（平

成 11 年 7 月 16 日法律第 105 号、最終改

正：平成 26 年 6 月 18 日法律第 72 号）に

基づくダイオキシン類土壌汚染対策地域

に指定されている土地は存在しない。 

発生土仮置き場の設置に伴う土壌汚染の要因と

しては、区分土の流出及び排水による汚染や仮

置き場からの地下水への浸透が考えられる。し

かし、仮置き場における区分土及び排水の適切

な管理を行うため、土壌汚染を生じさせること

はない。 

① 仮置き場における掘削土砂の適

切な管理 
② 工事排水の適切な処理 
 
 

発生土仮置き場の設置に伴う土

壌汚染については、環境保全措置

を確実に実施することから、事業

者により実行可能な範囲内で、環

境影響の回避が図られていると

判断した。 

計画しない。 



 

 

 
 

本書に掲載した地図は国土地理院発行の数値地図 50000（地図画像）を加工して作成し

たものである。 


